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長崎県監査委員  砺山 和仁  様

長崎県監査委員  吉村 洋  様

長崎県監査委員  坂本  浩  様

長崎県知事 中村 法道

（ 公 印 省 略 ）

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置について（通知）

令和３年３月22日付R02-21000-01105の監査結果に基づき、別紙のとおり措置を講

じたので通知します。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：地域振興部　交通政策課

【長崎空港ビルディング株式会社】

(1)

　 新型コロナウイルス感染症拡大の影響
により旅客実績が大幅に減少しており、経
営環境に大きな変化が生じております。
　 こうした状況を踏まえ、計画期間途中で
はありますが、現行の中期経営計画
（2019-2021）を見直し、2021年4月に新た
な中期経営計画（2021-2023）の策定を行
いました。
　 新たな中期経営計画（2021-2023）で
は、経営方針に「環境変化に対応し、強く
生き残れる企業への成長」を掲げ、航空
需要低迷時においても収益を確保できる
事業体制の構築を目指していきます。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

意見（団体）

経営状況について

　長崎空港の乗降旅客数は国内線・国
際線合わせて3,159,036人で、2～3月
の新型コロナウイルス感染症拡大の影
響により、前年度から110,451人減少し
たが、過去3番目に高い実績となった。
　一方、当年度の決算は、売上高が
5,088,455千円で、営業利益は305,111
千円、経常利益は319,606千円と、前年
度比で減収減益となり、当期純利益も
202,484千円と、前年度に比べ減少して
いるが、８期連続で黒字を確保してい
る。
　しかし、法人が策定している中期経営
計画（令和元年度～令和３年度）で、
初年度となる当年度は、売上高、営業
利益及び売上高営業利益率すべてで
計画を下回っており、新型コロナウイル
ス感染症拡大による乗降旅客数の減
少等で、来年度以降も経営への影響
が懸念される。
　新たな経営環境を踏まえた計画（戦
略）の見直しについて検討されたい。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：文化観光国際部　文化振興課

【公益財団法人　長崎ミュージアム振興財団】

(1)

　今後は、職員の立替えによる支出が生
じないよう、資金前渡や請求書払いを活
用し、適正な会計処理を行います。

(1)

　カフェ事業の収支の悪化は、主に商品
開発のコストと人件費の増によるもので
す。
　今後は、カフェの営業時間及び人員配
置の見直しにより、人件費の圧縮を進め
るとともに、来館者のニーズに合ったテイ
クアウト商品の提供、季節や展覧会に合
わせた魅力ある商品の開発を行い、収益
事業の黒字化を目指します。

意見（団体）

経営状況について

　当法人の当年度の収支は、経常収益
が719,973千円、経常費用が716,343
千円で、法人税等を加味した当期一般
正味財産増減額は3,559千円の黒字で
あり、この結果、当年度の正味財産期
末残高は6,571千円となっている。
　　一方で、収益目的事業会計は、カ
フェ事業の収支の悪化により、337千円
の赤字となっていることから、今後の法
人経営を安定させ、公益事業の収支相
償を確保するため、収益事業の黒字化
を図られたい。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

立替払いについて

　物品の購入を行う際に、職員が経費
を一旦立替え、後日、当該職員に小口
現金から支出している事例が複数みら
れる。
　やむを得ない場合を除き、請求書払
いの活用など適正な会計処理を行うこ
と。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：県民生活環境部　県民生活環境課

【特定非営利活動法人　Fineネットワークながさき】

(1)

　令和元年度については、新型コロナウイ
ルス感染拡大防止に伴う施設利用中止
等により目標利用者数を達成できず、令
和２年度以降においても利用者数制限な
ど感染防止対策の制約下での運営を余
儀なくされていますが、各種研修会等の
オンラインでの実施や、「ＬＩＮＥ」を導入し
メルマガ読者の増加を図るなど、可能な
限りの利用者増に向けた工夫に努めてい
るところです。
　今後とも、ＮＰＯ･ボランティア活動を県
域で支援する中核機関として、利用者等
の意見を踏まえながら、さらに利用しやす
い活動拠点、情報拠点として効果的な情
報発信を行い、一層の利用促進に努めて
まいります。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

意見（団体）

施設の利用状況について

　当法人は、県民ボランティア活動支
援センターにおいて、ＮＰＯ・ボランティ
ア活動に関する情報誌やパンフレット
の発行、ながさきボラんぽネットやメー
ルマガジンを活用した情報提供等を行
うなど、利用について広く周知に努めて
いるが、当年度の施設利用者数は、目
標利用者数を達成することができず、
前年度と比べても減少している。
　また、メルマガ読者数について、当年
度は昨年度より増加しているものの、
目標読者数を達成していない。
　今後とも、メールマガジンの発信やイ
ベントの企画等を通じ、センター利用の
周知を図るなど、さらなる利用促進に
努めるべきである。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：福祉保健部　障害福祉課

【一般社団法人　長崎県視覚障害者協会】

(1)

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

施設の利用状況について

  長崎県眼科医会、盲学校等の関係機関
と連携したスマートサイト(*1)のネットワー
クを活用し、病院、学校から視覚障害者
情報センターを紹介していただくことによ
り、新規利用者の獲得を目指しています。
　また、利用者からのリクエスト、全国の
サピエ図書館(*2)での人気の傾向調査な
ど、利用者ニーズの把握に努めると共
に、WEB活用による図書製作を効率化し、
図書数の増加に取り組むことにより、施設
の利用促進を図ってまいります。
　今後は、新型コロナウイルス感染拡大
防止を徹底し、利用者やボランティア等が
安全安心に参加できる行事・研修会を開
催するとともに、長崎県立盲学校等と連携
し、教育に関わる支援についても取り組ん
でまいります。

(*1)「スマートサイト」
地域で連携して行うロービジョンケア。長崎で
の名称は「ロービジョンサポート眼鏡橋」）とし
て、眼科医（医療）、盲学校（教育）、視覚障害
者協会（福祉）、施設職員等の関係機関が連
携し、視覚障害者の相談に対応する取り組み
を行っている。
(*2)「サピエ図書館」
全国的な視覚障害者情報総合ネットワークで、
「クラウド上にある図書館」のイメージ
インターネット上から音声データ等をダウンロー
ドし、利用が可能

意見（団体）

　当法人は、長崎県視覚障害者情報セ
ンターにおいて、ホームページ等による
周知のほか、市町福祉関係窓口、長崎
県眼科医会、盲学校等関係機関への
働きかけを通し、当施設の利用促進を
図っている。
　しかしながら、当年度における蔵書等
（視覚障害者のための情報総合ネット
ワーク「サピエ」によるダウンロードも含
む）の貸出数は、前年度に比べ減少し
ており、当年度の目標値も達成してい
ない。
　今後とも広報の充実や利用者のニー
ズの把握などを図り、なお一層の利用
促進に取り組むべきである。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：福祉保健部　障害福祉課

【一般社団法人　長崎県ろうあ協会】

(1)

　利用者減少の要因としては、長引く新型
コロナ感染症拡大防止による、団体利用
者人数制限、一定期間の開館時間短縮
などの影響によるものが大きいと考えま
す。
　一方で、今年度の新しい生活様式
（ニューノーマル）に対応した活動経験を
活かし、次年度においては、ボランティア
団体及び聴覚障害当事者、関係団体を対
象とした、リモート、オンライン会議講座を
実施するなど、センターを活用したオンラ
イン会議の実施により、利用促進を図ると
ともに、新たな試みとして、オンラインによ
る「遠隔聴覚障害者相談」についても取り
組んでまいります。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

意見（団体）

施設の利用状況について

　当法人は、長崎県聴覚障害者情報セ
ンターにおいて、聴覚障害者及び家族
支援のため、字幕・手話入りビデオ・Ｄ
ＶＤの制作や貸出、各種相談やＩＴ講習
会等の実施で、当施設の利用促進を
図っている。
　しかしながら、当年度における当セン
ターの利用者数は6,353人であり、目標
値6,624人を下回っている。
　新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、3月から部屋の貸し出し制限や
ふれあいの場として定着している「みみ
倶楽部」を中止したことにより利用者が
減少したことも一因ではあるが、利用
者のニーズをより一層把握して、参加
者が少ない事業を見直すなど、引き続
きセンターの利用促進に取り組まれた
い。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：福祉保健部こども政策局　こども未来課

【学校法人　聖母の騎士学園】

(1)

　子育て支援センターにおいて収納した金
銭については、経理規程第21条第２項及
び会計業務規定(金銭の保管）の規定に
基づき、令和２年９月１日より日々入金処
理を行い、直接支払い等に充当しないよ
うにしております。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

収納現金の処理について

　聖母の騎士幼稚園において、当法人
の会計業務規定では、収納した金銭を
直接支払いに充当することはできない
と規定されているが、子育て支援セン
ターの利用者から徴収した参加者負担
金を銀行に預入れすることなく直接支
払いに充当している事例が見受けられ
る。
　適切な会計処理を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：産業労働部　企業振興課

【長崎県食料産業クラスター協議会】

(1)

　 請求金額が増額となったのは、商談会
終了後に額が確定する電気使用料等が
委託契約に含まれていたことが要因であ
り、今後は主催者から直接請求してもらう
など、適切な事務処理となるよう見直す予
定です。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

契約事務について

　長崎県食料産業活性化促進事業費
補助金事業のなかで、当団体が契約し
た「第54回スーパーマーケット・トレード
ショー2020における展示ブース設営等
業務委託」において、委託契約書記載
の金額から請求金額が増額され支出
しているが、その変更契約の意思決定
に関する書類が当団体に残されていな
い。
　適正な事務処理を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：産業労働部　新産業創造課

(1)

　当該模型船は耐用年数を過ぎていない
ものの、製作した目的である試験データ
の取得については達成していたことから、
令和３年１月２９日に顛末書により経緯を
報告し、併せて、財産処分の承認申請を
長崎県知事あて提出しました。
　今後、このようなことがないよう、長崎県
補助金等交付規則等の規定に基づき所
定の手続きを行うことを徹底してまいりま
す。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

補助金で取得した財産の処分について

　平成28年度海洋エネルギー関連産
業集積促進事業補助金により取得した
「試験用双胴型供試模型船」につい
て、耐用年数期間内に県に無断で廃
棄処分を行っている。
　適切に承認手続きを行うこと。

【特定非営利活動法人　長崎海洋産業クラスター形成推進協議会】



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：産業労働部　雇用労働政策課

(1)

　当協会の会計処理規程に基づき、経理
責任者の事前承認により支出するよう、取
扱いを徹底してまいります。

(2)

　銀行使用印等金銭に係る重要物件につ
いても、会計処理規程に基づき、経理責
任者により金庫で管理・保管するよう、厳
正に対応してまいります。

(3)

ア 変更届の提出について

　当法人は、平成５年３月付けの変
更届で届け出ていた教科ごとの訓
練時間数を変更していたが、当該変
更を県に届け出ていない。
　県が適正に認定職業訓練の認定
が行えるよう、すみやかに県に届け
出ること。

　国が示している訓練時間数の教科ごと
の訓練時間数については、これを遵守し、
適正に実施してまいります（雇用労働政策
課あてに令和3年3月23日付で変更届及
び改善報告を提出し、対応を改めていくこ
とといたしました）。
　今後、変更が生じる場合は、すみやかに
変更届を作成し対応してまいります。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【職業訓練法人　長崎県央職業訓練協会】

認定訓練助成事業費補助金に係る訓
練時間数について

支出の承認について

　経理責任者の事前承認を得ず支出し
ている経費がある。
　適正な事務処理を行うこと。

銀行使用印の管理について

　当法人の会計処理規程では、銀行使
用印等金銭に係る重要物件について
は経理責任者が管理・保管するように
なっているが、経理担当者が管理・保
管している。
　適正な管理を行うこと。

指摘事項（団体）

　当法人は、県から認定訓練助成事業
費補助金の交付を受け、木造建築科
等の訓練を実施している。
　同補助金は、職業能力開発促進法に
基づき長崎県知事から認定を受けた職
業訓練（以下「認定職業訓練」という。）
を実施する中小企業事業主等に対し
て交付するものとされている。
　当法人が認定職業訓練として実施し
ている木造建築科については、職業能
力開発促進法施行規則により、教科ご
とに最低限必要とする訓練時間数等
が定められており、また、訓練時間数
等に変更があった場合にはすみやかに
県に届け出なければならないとされて
いる。
　今回、次のとおり是正すべき点が認
められる。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：産業労働部　雇用労働政策課

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【職業訓練法人　長崎県央職業訓練協会】

イ 訓練時間数の確保について

　当法人が認定職業訓練として実施
した木造建築科について、教科ごと
に最低限必要とする訓練時間数等
を満たしていない状況となっている。
　認定職業訓練として認められない
場合は補助事業の対象とならない
ことから、教科ごとに最低限必要な
訓練時間数等を確保すること。

　「最低限必要とする訓練時間数等」に関
しては、解釈に誤りがあったことから、教
科ごとに必要な訓練時間数等を確保する
よう、令和3年度から教科の細目表を作成
しております。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：産業労働部　雇用労働政策課

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【職業訓練法人　長崎県央職業訓練協会】

(4)

　補助金申請書の注意書きにおける書き
換えについては、誤って修正をしたもので
あります。
　今般、「２人未満」としたことで実際申請
書類を省略するなどの影響はなかったも
のの、今後、このようなことがないよう適正
な交付申請に努めてまいります。

(5)

　職員給与の総額については理事会に
諮ったうえで決定したものですが、今後は
個別の給与額についても理事会の中で説
明を行い、その記録を残してまいります。
　なお、現在の月給与額を反映した雇入
通知書は、改めて職員に交付しておりま
す。

指摘事項（団体）
つづき

認定訓練助成事業費補助金の交付申
請について

　認定訓練助成事業費補助金実施要
綱では、同補助金の交付申請書に添
付する様式第１号に「訓練生数が３人
未満の訓練科目については、理由及び
過去２年間における補助対象訓練生数
一覧を添付すること」との注意書きが付
されている。
　しかし、当法人は、補助金申請書の
提出に当たり、主務課の了解なく、注
意書き中の「３人未満」を「２人未満」に
書き換えて提出していた。
　実施要綱等に基づき、適正な交付申
請を行うこと。

教務職員の給与について

　補助対象経費である教務職員の給与
について、雇入通知書に記載された
月給130,000円ではなく143,000円が支
給されており、また、月給３か月分の賞
与が支給されている。
　当法人の「給与及び旅費規程」によれ
ば、昇給及び賞与の額は、いずれも理
事会に諮り理事長が決めるとされてい
るが、それらを決定した人事記録がな
く、昇給及び賞与の額を決定したことが
確認できない状態であり、また、理事会
の議事録も残されていない。
　理事会に諮り理事長が決めたという
ことが確認できる資料を作成・保存して
おくこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：産業労働部　雇用労働政策課

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【職業訓練法人　長崎県央職業訓練協会】

(1)

ア 変更届の提出について

　当法人は、平成５年３月付けの変
更届で届け出ていた教科ごとの訓
練時間数を変更していたが、当該変
更を県に届け出ていない。

イ 訓練時間数の確保について

　当法人が認定職業訓練として実施
した木造建築科について、教科ごと
に最低限必要とする訓練時間数等
を満たしていない状況となっている。

　令和３年３月23日付で当法人から変更
届と訓練時間の見直しを実施した旨の改
善報告書を受領し、内容を確認しておりま
す。
　今後、法令等で定める訓練時間数等の
基準に合致した訓練が適正に実施されて
いるか否かについて必要に応じて報告を
求めるなど、実施状況の把握に努めてま
いります。

　職業訓練法人長崎県央職業訓練協
会は、県から認定訓練助成事業費補
助金の交付を受け、木造建築科等の
訓練を実施している。
　同補助金は、職業能力開発促進法に
基づき長崎県知事から認定を受けた職
業訓練（以下「認定職業訓練」という。）
を実施する中小企業事業主等に対して
交付するものとされている。
　当法人が認定職業訓練として実施し
ている木造建築科については、職業能
力開発促進法施行規則により、教科ご
とに最低限必要とする訓練時間数等
が定められており、また、訓練時間数
等に変更があった場合にはすみやかに
県に届け出なければならないとされて
いる。
　今回、当法人において以下の事態が
見受けられる。

　当法人に対して、すみやかに変更届
を提出させるとともに認定職業訓練の
要件を満たすよう適切に指導し、効果
的な訓練が行われているか随時把握
すること。

指摘事項（主務課）

認定訓練助成事業費補助金に係る訓
練時間数について



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：産業労働部　雇用労働政策課

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【職業訓練法人　長崎県央職業訓練協会】

(1)

　今後は、幅広い参加者が見込まれるイ
ベントの開催を検討するとともに、広報
誌、パンフレット等を活用し、技能習得目
的のみならず、誰でも活用できる技能会
館として情報発信を行うなど、新型コロナ
ウイルスの感染防止対策を十分に行った
うえで、取り組んでまいります。

施設の利用状況について

意見（団体）

　当法人は、長崎県立諫早技能会館に
おいて、近隣市町に対する生徒募集ポ
スターの掲示や広報誌への登載依頼
などのほか、主催イベントとして「親子
ものづくり体験教室」の開催、小学校・
中学校、公民館での体験教育の実施
など利用促進に努めている。
　しかしながら、当年度においては、新
型コロナウイルス感染症の影響など
により利用者数が前年度より減少して
おり、目標値も下回っている。
　今後とも、新型コロナウイルス感染症
の感染防止対策を十分に行ったうえ
で、利用者のニーズの把握、広報の充
実、イベントの開催などを行いながら、
なお一層の利用促進に取り組むべきで
ある。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：水産部　漁業振興課

(1)

　監査以降は、責任者（管理課長）が再度
確認して検印を行うように致しました。

(2)

　売掛金の解消について引き続き努める
こととします。
　管理台帳については、折衝記録簿等を
整備し、適切な債権管理を行います。

(3)

　販売費及び一般管理費の按分ですが、
当社顧問公認会計士と協議を継続しなが
ら、今後とも検討を行うこととします。

指摘事項（団体）

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【株式会社　長崎県漁業公社】

現金の照査について

　金銭出納簿と現金との照査は、担当
者が毎日実施し、検印を押印している
が、当法人の経理規程では、経理責任
者（または委任を受けた課長若しくは課
長代理）が実施するようになっている。
　経理規程に基づいた事務処理を行う
こと。

売掛金の解消等について

　過年度売掛金について、当年度の新
たな発生はなく、1件完納しているが、
まだ5,459千円残っているので、引き続
き解消に努めること。
　また、売掛金の債権管理について、
前回の監査での指摘にもかかわらず、
相手先の状況や相手先との折衝記録
等が適正に記載された管理台帳が整
備されていないので、適切な債権管理
を行うこと。

「種苗生産及び養成事業」及び「栽培セ
ンター受託事業」に係る販売費及び
一般管理費の按分について

　前回の監査での指導にもかかわら
ず、部門別損益計算書の販売費及び
一般管理費について、「種苗生産及び
養成事業」及び「栽培センター受託事
業」に共通して発生する経費が、「栽培
センター受託事業」の営業損益がゼロ
となるように逆算して按分計算されてい
るため、当該2事業の部門別損益計算
書が各実績を正確に表示していない。
　費用の按分に当たっては、合理的な
配賦基準により適切な配賦を行うと
ともに、当該配賦基準を文書により明
確化しておくこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：水産部　漁業振興課

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【株式会社　長崎県漁業公社】

(1)

　令和２年度の決算見込では、現段階
（R3.4.6時点）において、一定額の利益を
確保し、繰越欠損金を圧縮できる見通しで
す。
　しかし、コロナ禍の影響により、今後の
販売計画が非常に策定困難な状況であ
り、改善計画の見通しも容易ではありませ
ん。
　経営改善計画は、令和３年度が５ヶ年計
画の４年目にあたり、今回の黒字決算で
繰越欠損金の状況としては大きく乖離して
いるとは言えないことから、当面は現計画
の下で改善計画最終年度（令和４年度）末
には繰越利益剰余金が計上できるように
努めることと致します。

経営状況について

　当年度の収支は、売上高415,253千
円、売上原価389,154千円で売上総利
益が26,099千円の黒字であり、販売費
及び一般管理費25,727千円を減じた
営業利益は372千円の黒字となってい
る。
　営業外収益、営業外費用を加減した
経常利益は196千円の黒字で、法人税
等を加味した当期純利益は1,908千円
の黒字となっている。
　この結果、当年度末の繰越欠損金は
28,846千円となっている。
　当法人は、平成28年度の赤字決算を
踏まえ経営改善計画（平成30年度～
平成34年度）を策定し、平成30年度か
ら５ケ年の取り組みを進めているが、
当年度の事業報告書に記載されている
計画値とも乖離が生じているような
ので、実効性のある経営改善計画に見
直されたい。

意見（団体）



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：農林部　農業経営課

(1)

　基本財産の取り崩しの大きな要因は、運
用益の減少によるものであり、運用環境
は引き続き厳しい状況が想定されるところ
であります。このため、令和３年度の予算
では印刷製本費、人件費等の事業費支出
を縮減し、事業運営の改善を図りました。
　今後とも効率的な事業運営に努めてま
いります。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【公益財団法人　長崎県農林水産業担い手育成基金】

意見（団体）

経営状況について

　当年度の当期経常増減額は、5,951
千円の減額となっているが、当期一般
正味財産増減額は、基本財産を5,700
千円取り崩したことから、251千円の減
額にとどまっている。
　基本財産の取崩しは、令和２年度以
降も予定されているが、今後も収支相
償を意識しながら効率的な事業運営に
努められたい。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：土木部　監理課

(1)

　契約については、入札・契約手続き一覧
表に基づき実施していますが、決裁文書
に入札・契約手続き一覧表を添付し複数
によるチェックを行うことにより、今後は事
務処理ミスを防ぎ適正に対応します。

(2)

　令和２年度の決算からは、不一致が発
生しないように、決算仕訳にて振替を実施
します。

(3)

　令和３年２月２日付で自己都合退職の支
給率で算定し直し、過大計上の指摘を受
けた部分については取り崩しました。

(4)

　職員組合との協議や関係規則の改正を
行い、令和３年４月から宿舎の借上げに
伴う光熱水費等については職員の負担と
しました。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【公益財団法人　長崎県建設技術研究センター】

単身赴任手当を支給する職員の光熱
費等の負担について

　当法人は、単身赴任手当を支給する
職員の生活に係る、電気、ガス、水道
料金やＮＨＫの受信料などを負担して
いるが、単身赴任のための生活に係る
経費は単身赴任手当において手当さ
れていることから、職員の負担とするこ
と。

契約の実施方法について

　「勤怠管理システム導入義務・クラウ
ド利用料（保守）」業務の契約につい
て、当法人が定めている入札・契約手
続き一覧表の予定価格区分により競争
入札とすべきところ、見積り合せによる
随意契約で実施している。
　適正な実施方法により契約を行うこ
と。

貸借対照表内訳書について

　当法人は、退職給付引当金に相当す
る額を特定資産の退職給付引当資産
として計上しているが、前回の監査で
の指導にもかかわらず、法人全体では
その金額が一致しているものの、貸借
対照表内訳書の会計区分ごとにみると
一致していない。
　適正な会計処理を行うこと。

退職給付引当金の算定について

　退職給付引当金の計上について、前
回の監査での指導にもかかわらず、保
守的に定年退職の場合の支給率によ
り算定しているため、費用が過大に計
上されている。
　しかしながら、当該会計処理は「退職
給付に関する会計基準の摘要指針」に
準拠しない過度の保守主義に当たるこ
とから、同指針に従い、自己都合退職
の場合の支給率で算定すること。

指摘事項（団体）



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：土木部　道路維持課

(1)

　R1年度まで、指定管理者の目標利用者
数は、指定管理期間内である5ヶ年を通し
た事業計画に基づき設定した長期的な目
標であったのに対し、県の目標値は直近
の実績を反映させた単年度の目標値で
あったため、相違が生じておりました。そ
のため、R2年7月31日に県と協議のうえ、
R2年度は、直近の実績を反映させた県目
標値を、両者共通の目標値とするようにい
たしました。

(2)

　受払簿を作成し、適切な管理を行うよう
にいたしました。

(1)

　R1年度まで、指定管理者の目標利用者
数は、指定管理期間内である5ヶ年を通し
た事業計画に基づき設定した長期的な目
標であったのに対し、県の目標値は直近
の実績を反映させた単年度の目標値で
あったため、相違が生じておりました。そ
のため、R2年7月31日に指定管理者と協
議のうえ、R2年度は、直近の実績を反映
させた県目標値を、両者共通の目標値と
するようにいたしました。

(1)

　利用者アンケートやご意見箱の設置な
ど、引き続き公園利用者が意見をだしや
すい環境づくりに努めながら、利用者ニー
ズを把握のうえ、施設運営に反映させてま
いります。

施設の利用状況について

　当団体は、県立総合運動公園におい
て、「きんしゃいまつり」や「こうえんリ
レーマラソン」等の自主事業を開催する
など利用促進に努めている。
　当年度の公園施設の利用者数をみる
と、有料施設利用者数は目標利用者数
を上回っている一方、無料施設利用者
数は目標利用者数を下回っている。
　今後とも、県民の多様なニーズを把
握し施設運営に反映させるなど、さらな
る利用促進に努められたい。

指摘事項（団体）

指摘事項（主務課）

意見（団体）

トレーニング室利用回数券について

　当団体はトレーニング室利用に係る
回数券を作成しているが、受払簿等が
整備されていない。
　回数券については金券と同等である
ので、その管理には十分留意するこ
と。

施設利用者数の目標値設定について

　県立総合運動公園の目標利用者数
について、指定管理者と県所管課で
別々の目標値を設定している（指定管
理者：1,188,400人、県所管課：1,217,115
人）が、目標値設定に際して、事前に指
定管理者と調整・協議を行うこと。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【長崎県公園緑地協会・長崎陸上競技協会・八江グリーンポート共同体】

施設利用者数の目標値設定について

　県立総合運動公園の目標利用者数
について、指定管理者と県所管課で
別々の目標値を設定している（指定管
理者：1,188,400人、県所管課：1,217,115
人）が、目標値設定に際して、事前に県
所管課と調整・協議を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：土木部　道路維持課

(1)

　令和3年3月末に対象となる1台の自動
販売機にも電気使用検針子メーターを設
置し、令和3年4月から使用料に応じた実
費の請求を自動販売機設置業者に行うよ
うにいたしました。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【グリーンメイク・岩永造園・中村造園指定管理者共同企業体】

指摘事項（団体）

自動販売機に設置に係る電気料金に
ついて

　当団体は、自主事業として長崎県立
西海橋公園内に飲料等の自動販売機
計９台を設置し販売手数料収入を得て
いる。
　しかしながら、このうち１台について、
電気料金を設置業者から徴収せず、
指定管理業務に係る収入に繰り入れて
いない。
　適正な事務処理を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：土木部　港湾課

(1)

①海外艇の誘致に向けて、現在加盟して
いる”海の駅ネットワーク”の『外国人案内
所』の登録を目指し、観光関係団体様とも
連携し、動画などで外国語での情報発信
を行い、長崎への海外艇の誘致を図りま
す。(既に英語/スペイン語が可能なスタッ
フを採用済み)

②県外艇やイベント等での誘致だけでな
く、長崎近郊のプレジャーボートやヨットで
日常的にマリーナを利用して頂ける様、近
隣のレストラン様やショップ様等とも連携し
て、陸上交通手段で無く、海路で訪れて頂
ける様、利用促進を図ります。(現在近隣
事業者様等と協議中)

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【長崎サンセットマリーナ株式会社】

意見（団体）

施設の利用状況について

　年間保管の利用隻数は、前年度とほ
ぼ同水準の148隻で目標値を上回って
いるが、ビジター利用の利用隻数は、
142隻で前年度から増加したものの目
標値を下回っている。
　当法人は、ホームページやＳＮＳ上で
ヨットレース等のイベントの情報を発信
して誘客に努めているところであるが、
なお一層の利用促進に取り組まれた
い。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：土木部　港湾課

(1)

　元船広場等でイベントを行う際、来場者
の長時間駐車に対し、主催者が時間無料
券を発行できるよう、指定管理者が便宜を
図っていることを説明し、来場者の利便性
向上に寄与するとともに、利用率の増加を
図っています。（発行枚数分の駐車料金
は先払いで指定管理者がいただいていま
す。)
　また、送り迎えの車が多く路上駐車をし
ていますが、管理人から一時間無料であ
ることを説明し、駐車場への移動をお願い
することで駐車場利用を促しています。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【株式会社トラスティ建物管理・株式会社プラネット共同事業体】

意見（団体）

施設の利用状況について

　当団体は、長崎港ターミナルビル等
において、ホームページを作成し、分
かりやすく利用案内を行うなど、指定管
理施設の利用促進に努めている。
　当年度の利用状況について、ターミナ
ルビル、元船広場、ドラゴンプロムナ
ード及びプラタナス広場の利用許可件
数は、目標を達成しているものの、立
体駐車場の１日平均利用台数について
は年間で前年度を下回り、目標を達成
していない。
　引き続き、施設の利用案内のＰＲに努
めるなど、効果的な業務運営を行われ
たい。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：土木部　住宅課

(1)

　伝票起票時の納期限記載について、各
職員への周知徹底と記載漏れのないよう
複数職員によるチェックを行うように改め
ました。

(1)

　返済資金の確保及び投下資金を回収す
るため、引き続き、賃貸資産の適切な運
用等に努め、経営再建を着実に進めてま
いります。

(2)

①退去者負担分の退去補修費完納につ
いて、遅延することが判明した場合、検査
後約1か月以内に納入誓約書（以下、誓約
書という）を作成していただき、誓約書の
提出をもって退去補修工事を発注し、退
去者負担分の退去補修費については適
切に債権管理を行います。

②誓約書の提出がない場合において、一
定期間（検査後数ヶ月程度）交渉した結
果、退去補修費の支払いが困難であるこ
とが判明したときは、それまでの交渉経過
がわかる資料を県住宅課に提出のうえ協
議を行い、退去補修工事を発注いたしま
す。

経営状況について

　当年度の決算は1億61百万円の黒字
であり、平成17年3月に成立した特定調
停直後の平成16年度決算から16年連
続して経常損益、最終損益ともに黒字
を計上している。
　この結果、資金面において、事業活
動によるキャッシュ・フローが3億37百
万円増加している。
　長期借入金等の債務については、特
定調停に伴う再建計画を21億66百万
円上回る返済を行い、特定調停後の平
成16年度決算の135億86百万円から
23億92百万円に圧縮されている。
　引き続き経営再建を着実に進められ
たい。

意見（団体）

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【長崎県住宅供給公社】

退去後の空家修繕の実施について

　畳の表替えや襖の張り替えなど入居
者の退去後の空家修繕に係る費用に
ついては、「長崎県営住宅修繕要領」に
基づき、公社が指定管理業務の負担
金で賄う分と退去者が負担する分で分
担することとなっているため、当公社
は、退去者負担分の納入が確認されて
から、空家修繕を実施することとしてい
る。
　令和元年度末時点で退去後の空家
修繕未実施又は実施中の住戸のうち
14戸において、退去者負担分の退去補
修費が令和２年９月末時点でも完納さ
れておらず、空家修繕を実施していな
い。仮に、公社が空家修繕を実施して、
新たな入居者が入った場合に得られた
であろう上記の14戸に係る家賃収入
は、令和元年度末時点で467万円（当
公社試算）となっており、さらに令和２年
４月以降も毎月39万円程度の逸失家
賃収入が生じ続ける状態となっている。
　空家修繕に係る費用の納付遅延は
債権管理上の問題であることから、退
去者負担分の完納を待たずに空家修
繕を実施した上で、納入が遅延してい
る退去補修費について適切に債権管
理を行うことを検討すべきである。

指摘事項（団体）

収入伝票の納期限の記載漏れについ
て

　当公社の収入伝票に、納期限が記載
されていないものがある。
　適正な事務処理を行うこと。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：交通局

(1)

　棚卸の際の品数の差については､類似
商品の多さや､販売時のレジの打ち間違
い等と考えられます｡
　対策として､今年度商品数を少なくすると
ともに､棚卸の際の二重チェックを行うこと
としました。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

【長崎県営バス観光株式会社】

指摘事項（団体）

売店における売上数量の管理について

  年度末に実施した実地棚卸におい
て、帳簿の品数と棚卸上の品数で10個
以上の差異があった商品が29品目あ
る。
  その原因分析を行い、対策を講じるこ
と。



                           ２教総第１４３号

                                                 令和３年５月２７日

長崎県監査委員  濵 本 磨毅穂 様

長崎県監査委員  砺 山 和 仁 様

長崎県監査委員  吉 村  洋 様

長崎県監査委員  坂 本  浩 様

長崎県教育委員会教育長 平田 修三

（ 公 印 省 略 ）

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置について（通知）

令和３年３月22日付R02-21000-01105の監査結果に基づき、別紙のとおり措置を講

じたので通知します。



項　　　目 講　じ　た　措　置

所管部局：教育庁　体育保健課

【長崎県高等学校体育連盟】

(1)

　今回の指摘を受け、当該受領書を徴取
しました。今後は、適正な事務処理に努め
てまいります。

令和２年度財政援助団体等監査結果に係る措置

監　査　の　結　果

指摘事項（団体）

立替払いに係る請求者の受領書につ
いて

  当団体の県高等学校総合体育大会
開催に係る本部の経費支出で、実費
立替した宿泊費等の請求者の受領書
を徴していないものがある。
　適正な事務処理を行うこと。


